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全
国
の
地
方
公
共
団
体
が 

１
０
０
％
出
資
で
設
立

　

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構（
機
構
）

は
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
に
基

づ
く
地
方
債
資
金
の
共
同
調
達
機
関

と
し
て
、
全
国
の
地
方
公
共
団
体
の

１
０
０
％
出
資
で
設
立
さ
れ
た
地
方

共
同
法
人
で
あ
る
。
前
身
の
旧
公
営

企
業
金
融
公
庫
（
旧
公
庫
）
は
１
０

０
％
政
府
出
資
で
１
９
５
７
年
に
発

足
。
政
策
金
融
改
革
に
お
け
る
組
織

改
編
に
伴
い
、
そ
の
い
っ
さ
い
の
業

務
を
承
継
す
る
か
た
ち
で
地
方
公
営

企
業
等
金
融
機
構
が
08
年
10
月
に
発

足
し
、
さ
ら
に
09
年
６
月
の
組
織
改

組
を
経
て
現
在
の
機
構
と
な
っ
た
。

お
も
な
業
務
内
容
は
、
地
方
公
共
団

体
を
対
象
と
し
た
貸
付
お
よ
び
資
金

調
達
、
地
方
公
共
団
体
の
資
金
調
達

支
援
、
旧
公
庫
の
債
権
の
管
理
で
あ

る
。

　

地
方
公
共
団
体
の
公
営
企
業
（
水

道
、
交
通
、
病
院
、
下
水
道
等
）
の

事
業
に
長
期
低
利
で
融
資
す
る
と
と

も
に
、
そ
の
資
金
を
確
保
す
る
た

め
、
地
方
公
共
団
体
に
代
わ
っ
て
地

方
金
融
機
構
債
を
発
行
す
る
こ
と
に

よ
り
、
地
方
共
同
の
資
金
調
達
機
関

と
し
て
の
機
能
を
担
う
。
ま
た
、
09

年
度
の
組
織
改
組
に
よ
り
、
地
方
公

共
団
体
の
一
般
会
計
も
広
く
貸
付
対

象
と
な
っ
た
。

　

貸
付
額
の
状
況
は
11
年
度
実
績

で
、
総
額
１
兆
８
０
４
１
億
円
に
の

ぼ
る
。
内
訳
と
し
て
は
、
地
方
公
共

団
体
の
一
般
財
源
不
足
を
補
う
た
め

の
臨
時
財
政
対
策
債
の
貸
付
が
７
３

７
８
億
円
（
全
体
の
41
％
）、
次
い

で
下
水
道
や
水
道
事
業
を
行
う
公
営

企
業
債
が
５
８
８
６
億
円
（
同
33

％
）、
市
町
村
合
併
な
ど
に
活
用
す

る
合
併
特
例
事
業
を
中
心
と
し
た
一

般
会
計
債
に
対
し
３
９
６
１
億
円

（
同
22
％
）
の
順
に
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
過
去
の
貸
付
実
績
事
業
を

経
年
的
に
み
る
と
、
旧
公
庫
期
の
60

年
代
は
水
道
、
電
気
が
お
も
な
貸
付

対
象
だ
っ
た
が
、
70
〜
80
年
代
は
水

道
、
下
水
道
、
地
域
開
発
事
業
、
90

年
代
以
降
は
下
水
道
、
臨
時
３
事

業
（
臨
時
地
方
道
、
臨
時
河
川
等
、

臨
時
高
等
学
校
）
の
ウ
ェ
イ
ト
が
そ

れ
ぞ
れ
高
か
っ
た
。
09
年
度
か
ら
一

般
会
計
債
お
よ
び
臨
時
財
政
対
策
債

が
新
た
に
貸
付
対
象
と
な
っ
た
こ
と

で
、
事
業
ご
と
の
構
成
比
は
大
き
く

変
化
し
て
い
る
。

強
い
財
務
基
盤
を 

維
持
す
る
仕
組
み

　

図
表
は
機
構
の
基
本
的
な
仕
組
み

を
表
わ
し
て
い
る
。
機
構
の
業
務
開

始
以
降
の
新
た
な
貸
付
、
債
券
発
行

等
に
つ
い
て
は
「
一
般
勘
定
」
に
よ

り
経
理
を
行
う
一
方
、
機
構
が
旧
公

庫
か
ら
承
継
し
た
債
権
の
管
理
、
回

収
等
の
業
務
（
公
庫
債
権
管
理
業

務
）
に
つ
い
て
は
「
管
理
勘
定
」
を

設
け
て
、
両
者
の
経
理
を
区
分
し
て

い
る
。
管
理
勘
定
に
つ
い
て
は
、
既

存
の
政
府
保
証
債
の
借
換
え
に
必
要

な
債
券
を
発
行
し
て
お
り
、
こ
の
債

券
発
行
に
は
政
府
が
保
証
を
付
す
こ

と
が
で
き
る
。
な
お
、
貸
付
対
象
を

地
方
公
共
団
体
に
限
定
し
て
お
り
、

過
去
分
も
含
め
て
貸
倒
れ
は
１
件
も

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

地
公
体
へ
の
貸
付
、
そ
の
資
金
調
達
を
担
う

第
５
回
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発
生
し
て
い
な
い
。

　

機
構
の
貸
付
利
率
に
は
、
基
準
利

率
と
機
構
特
別
利
率
の
２
種
類
が
あ

る
。
貸
付
対
象
事
業
の
う
ち
、
住
民

生
活
の
基
盤
整
備
の
た
め
に
と
く
に

必
要
な
事
業
お
よ
び
臨
時
財
政
対
策

債
に
つ
い
て
は
、
基
準
利
率
よ
り
優

遇
し
設
定
す
る
機
構
特
別
利
率
（
基

準
利
率－

０
・
35
％
）
が
適
用
さ
れ

る
。
優
遇
に
よ
る
利
率
差
を
補
填
す

る
た
め
の
財
源
は
、
公
営
競
技
納
付

金
（
競
馬
、競
輪
、オ
ー
ト
レ
ー
ス
、

競
艇
の
施
行
団
体
が
収
益
金
の
一
部

を
納
付
）
が
積
み
立
て
ら
れ
た
「
地

方
公
共
団
体
健
全
化
基
金
」
の
運
用

益
で
賄
わ
れ
て
お
り
、
こ
の
仕
組
み

に
よ
り
、
機
構
特
別
利
率
は
国
の
財

政
融
資
資
金
と
同
等
の
低
利
な
も
の

に
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
機
構
は
地
方
公
共
団
体
に

対
し
て
最
長
30
年
の
長
期
貸
付
を
行

う
一
方
で
、
そ
の
原
資
は
主
と
し
て

10
年
債
で
調
達
し
て
お
り
、
貸
付
と

資
金
調
達
の
た
め
の
債
券
・
借
入
金

の
期
間
に
大
き
な
差
異
が
生
じ
る
こ

と
か
ら
、
債
券
等
の
借
換
え
時
の
金

利
リ
ス
ク
（
支
払
利
息
が
受
取
利
息

を
上
回
り
、逆
ザ
ヤ
と
な
る
リ
ス
ク
）

が
大
き
い
と
い
う
特
性
が
あ
る
。
こ

の
た
め
、
機
構
は
経
営
の
持
続
性
に

必
要
な
財
務
基
盤
を
確
保
す
る
た

め
、「
金
利
変
動
準
備
金
」
を
設
置

す
る
と
と
も
に
、
Ａ
Ｌ
Ｍ
管
理
の
た

め
に
ア
ウ
ト
ラ
イ
ヤ
ー
比
率
、
デ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
ギ
ャ
ッ
プ
の
管
理
目
標

を
定
め
て
非
常
時
の
リ
ス
ク
に
備
え

て
い
る
。

　

一
方
、
公
庫
債
権
管
理
業
務
に
つ

い
て
、
管
理
勘
定
廃
止
時
に
残
余
財

産
が
あ
る
場
合
は
国
に
帰
属
す
る
も

の
と
さ
れ
て
い
る
。
現
在
は
金
利
水

準
が
徐
々
に
低
下
し
て
い
る
た
め
、

残
余
財
産
で
あ
る
「
公
庫
債
権
金
利

変
動
準
備
金
」
に
借
換
益
が
積
み
上

が
り
、
準
備
金
が
増
加
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
順
調
な
経
営
環
境
を
受
け

て
、
12
〜
14
年
度
の
３
年
間
で
１
兆

円
を
メ
ド
に
機
構
の
公
庫
債
権
金
利

変
動
準
備
金
を
、
国
が
地
方
の
財
源

不
足
の
補
填
と
し
て
地
方
交
付
税
に

活
用
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
12
年
度

は
３
５
０
０
億
円
が
国
庫
に
納
付
さ

れ
て
い
る
。

地
公
体
職
員
向
け
に 

金
融
教
育
も
実
施

　

地
方
公
共
団
体
の
資
金
調
達
で

は
、
金
融
業
務
に
不
慣
れ
な
地
方
公

共
団
体
の
職
員
が
地
方
債
発
行
で
借

入
先
選
定
か
ら
レ
ー
ト
決
定
ま
で
多

様
な
業
務
を
担
う
ケ
ー
ス
が
多
い
。

業
務
知
識
を
習
得
し
て
も
数
年
に
一

度
の
異
動
で
、
新
し
い
担
当
者
は
ま

た
一
か
ら
知
識
を
習
得
せ
ね
ば
な
ら

ず
、
金
融
知
識
の
定
着
が
乏
し
い
状

況
が
恒
常
化
し
て
い
る
。

　

そ
こ
で
、
機
構
は
職
員
で
あ
る
自

治
体
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

に
よ
る
研
修
会
を
開
催
し
、
地
方
公

共
団
体
の
金
融
教
育
に
率
先
し
て
取

り
組
ん
で
い
る
。
今
年
６
月
に
は
滋

賀
県
、
９
月
に
は
千
葉
県
で
資
金
調

達
に
関
す
る
研
修
会
を
実
施
し
て
い

る
ほ
か
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推

進
債
に
係
る
資
金
調
達
や
借
入
金
利

分
析
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
、
自
治

体
個
別
の
資
金
調
達
に
お
け
る
課
題

に
つ
い
て
も
助
言
し
て
い
る
。 

❖
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〔図表〕 地方公共団体金融機構（ＪＦＭ）の基本的な仕組み

（注）　数値は 11 年度末現在。
（出所）　地方公共団体金融機構の資料から大和総研作成。

地方公共団体健全化基金

長期・低利

国内市場
および
海外市場

（機関投資家等）

資金調達
（債券発行残高18.2兆円）　

2008～17年度
2,200億円ずつ繰入れ

ＪＦＭ

金利変動準備金
（一般勘定）
約0.88兆円

公庫債権金利変動準備金
（管理勘定）
約3.14兆円

約0.92兆円

出資・経営参画

貸付
（貸付残高22.4兆円）

運用益など
で利息補給

全国の地方公共団体

�一般会計債
�公営企業債
（水道・下水道・交通
・公営住宅・病院等）

�臨時財政対策債

公営競技納付金
公営競技（競馬、競輪、
オートレース、競艇）
の収益金の一部


